平成２６年度　第２０回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２６年１２月１９日（金）午後４時～４時４０分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　委　　員　　中　原　　　都

　　委　　員　　上　田　博　久

　　【事務局職員】　

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　　長　　　　　有　岡　博　己　　

　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　長　　　　　河　村　　　淳　　

　　　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


    議案第１号　平成２５年（不）第１号事案に係る判定について

    議案第２号　人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正について（初任給規則等関係）

　

    議案第３号　人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正について（勤勉手当関係）

    報告第１号　平成２６年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ａ（２回目））の採用候補者の決定に

　　　　　　　　ついて
	５　議事の公開・非公開


　　議案第２号及び第３号を公開とし、議案第１号及び報告第１号を非公開とした。
	６　議　事


　

　　１　議案第１号

　　　　平成２５年（不）第１号事案に係る判定について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

　　２　議案第２号

人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正（初任給規則等関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

　以下のとおり人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部を改正しようとするもの。

①　改正する規則等の名称

　(１） 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号）　　　  

 （２） 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について（昭和52年１月25日付発鳥

　　　人委第14号）

②　概要

歯科衛生士養成課程の修業年限の変更に伴い、職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則に定める歯科衛生士の初任給基準及び級別資格基準に短大３卒の区分を設ける。

併せて、「職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について」に定める学歴免許等資格区分表中、短大３卒の区分に修業年限３年以上の歯科衛生士学校又は歯科衛生士養成所の卒業を追加し、短大２卒の区分の修業年限２年以上の歯科衛生士学校又は歯科衛生士養成所に係る根拠規定の改正を行う。

　　〇初任給基準及び級別資格基準改正の考え方

　　（１）初任給基準

　　・医療職給料表（２）の適用を受ける他の職種における短大３卒の初任給基準との均衡等を考

　　　慮し、１級21号給とする。

	学歴区分
	初任給

	短大３卒
	１級21号給

	短大２卒
	１級15号給

	高校専攻科卒
	１級11号給


　　（２）級別資格基準

　　・医療職給料表（２）を適用する他の職種の短大３卒の区分との均衡を考慮し設定する。

③　施行期日

　　公布日とする。

【質　疑】

委　員

　　将来的には短大３卒が増えるためそれを見越したものか。

事務局

　　平成22年度以降は全ての養成所等が３年制になった。規則改正は平成16年に行われている。３年

　制の卒業生が増えてくる。

　　これまで採用自体がなかったため３年制の区分の必要がなかったが、今後は３年制卒業生の採用が　

　想定されるため、この度改正を付議するものである。

委　員
　　新卒で短大２卒の人は今後いないということか。

事務局
　　そのとおり。

委　員

　　短大２卒の区分は将来的には不要になるということか。

事務局
　　何十年後かには不要になる。

委　員
　　短大２卒の既卒の者が採用になることは今後もありえる。

　３　議案第３号

　　　人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正（勤勉手当関係）について、事務局が説明
　　し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　以下のとおり人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部を改正しようとするもの。

①　改正する規則等の名称

（１）期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則（昭和41年鳥取県人事委員会規則第４号）

（２）期末手当及び勤勉手当の運用について（昭和41年２月１日付発鳥人委第12号）

②　概要

県議会11月定例会に提案された職員の給与に関する条例等の一部改正案が議決され、期末・勤勉手当の支給割合引上げの規定が本年12月1日から適用されることを踏まえ、勤勉手当の成績区分ごとの成績率の適用範囲等を定めている人事委員会規則等について所要の改正を行うもの。

＜勤勉手当に係る条例改正の内容＞（一般の職員）

○ 支給割合を年間0.05月分引上げ（現行1.45月分 → 1.5月分）

【平成26年度】

12月期を0.05月分引上げ（現行0.725月分 → 0.775月分）

【平成27年度以降】

６月期及び12月期を各0.025月分引上げ（現行0.725月分 → 0.75月分）

③　改正の内容

　(１)　本年12月支給分の勤勉手当にかかる成績区分ごとの成績率の適用範囲について改正する。

　　【成績区分ごとの成績率の適用範囲の考え方】

・「良好（標準）」･･･ 年間支給割合の引上げ分相当を引上げ。

・「特に優秀」の上限 ･･･ 年間の支給割合の1/2相当（半期分）の2倍。

・上記以外 ･･･「良好（標準）」に対する現行の比率を維持。

※ 懲戒処分を受けた場合の成績率は通知で規定、その他は規則で規定している。

　(２)　本年12月支給分の勤勉手当にかかる職員の区分ごとの支給総額の上限について改正する。

 ※ 来年6月支給分以降のものについては、別途、改正する。

④　施行期日

　　公布日（平成26年12月１日から適用）

【質　疑】

委　員
　　成績率は、職員の成績に応じて、例えば上位の区分に決定されたら、標準との比率でこれらの成績

　率による勤勉手当を支給するという意味か。

事務局
　　例えば知事部局の現行の取扱いでは、特に優秀の区分の者については給料月額×90/100、標準の者
　については給料月額×71/100が支給される。

　　比率は標準の成績率に対するそれぞれの区分の割合である。

委　員
　　「良好でない」の区分に決定される者の成績率は、50/100、40/100、30/100のそれぞれか。

事務局
　　「良好でない」の区分の者は71/100未満が適用される。そのうち、懲戒処分を受けた者については

　特に50/100等以下の設定がある。

委　員
　　懲戒処分は受けていないが、勤務成績が良好でない者の成績率は、例えば65/100などとなるのか。

事務局
　　知事部局では、現行55/100で運用している。

委　員
　　今回の改正案により成績率は上がるが、各区分同額又は同率で上げるのではなく、上位区分者等と

　標準の割合を変えないということか。

委　員

　　ポジションマトリクスに基づいて、それぞれの評価項目に点数をつけて評価し、それぞれの成績区

　分に決定する。

事務局
　　そのとおり。

委　員
　　実際は職員分布のばらつきはあるか。良好の区分が多いか。

委　員

　　よほど何かないと。

事務局
　　良好の区分の者が多い。国では、一定の職員割合が上位区分に決定されるが、本県知事部局の例で

　は、上位区分１０％など、職員割合を目安としている。

委　員
　　良好でないの区分の者は少ないか。

事務局
　　そのとおり。

　４　報告第１号

　　　平成２６年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ａ（２回目））の採用候補者の決定について、事務局

　　が報告した。

　　　
	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２７年１月９日（金）午前１０時から開催することとした。
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